資料１
新たな大阪府男女共同参画計画の基本的な考え方について
＜検討資料＞

○新たな大阪府男女共同参画計画の「基本的な視点（案）」について
新たな大阪府男女共同参画計画の「基本的な視点（案）」について、審議会でのご意見や事務局においてヒアリングした各委員のご意見を整理し、以下のとおりポイントをまとめました。
	Ⅰ．男女共同参画（女性の活用）による社会の活性化
Ⅱ．仕事と生活の調和の推進

Ⅲ．セーフティネットの充実

Ⅳ．男女共同参画に向けた意識形成（特に若年層への情報提供・啓発）
Ⅴ．その他の事項（地域力の活用　等）


【参考】
「第３次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方（答申）」（男女共同参画会議）
	第１部 基本的考え方

＜改めて強調すべき視点＞
１ 女性の活躍による社会の活性化

２ 男性にとっての男女共同参画

３ 子どもにとっての男女共同参画

４ 様々な困難な状況に置かれている人々への対応

５ 女性に対するあらゆる暴力の根絶

６ 地域における身近な男女共同参画の推進


Ⅰ．男女共同参画（女性の活用）による社会の活性化
【現状と課題】

＜参考＞

①労働力人口の減少
労働力人口比率の将来推計
[image: image1.emf]
②国際的にみて不十分な女性の活躍機会
日本は、人間開発の達成度（HDI）では実績を上げているが、男女の格差が大きく、女性が政治・経済活動に参画し、意思決定に参加する機会（GEM、GGI）が不十分である。
HDI・GEM・GGIにおける日本の順位

	HDI（人間開発指数）
	１０位／１８２カ国

	GEM（ジェンダー・エンパワーメント指数）
	５７位／１０９カ国

	GGI（ジェンダー・ギャップ指数）
	１０１位／１３４カ国


ＧＥＭの順位と内訳
[image: image2.emf]
ＧＧＩの全体と４分野ごとの順位と数値表
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③女性の高学歴化
高等教育機関への進学率の推移（大阪府）
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④女性の労働力率
女性の労働力率は、M字カーブを描いている。潜在的就業率をみると、M字の谷が浅くなることから、出産や育児等のため、自らの意思に反して仕事をやめている女性が多い。
年齢階級別女性の潜在的就業率（大阪府　全国）
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女性の年齢階級別労働力率（国際比較）
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⑤女性の生活者としての経験、視点

今後新たな需要を創造し得る分野とされる「環境・エネルギー」、「健康」、「観光・地域活性化」等は生活に密着する分野であり，需要の創造には生活者としての経験や視点が欠かせない。
女性の生活者としての経験，視点が，特に生活関連分野の社会的課題の解決と同時に新たな需要を創造する上で，今後不可欠の要素となっていくと考えられる。
家庭における生活費、家事、育児の分担

[image: image7.emf]
家庭における意思決定
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⑥企業における女性の活用

多くの企業が、経営戦略の観点から女性の戦力化に取り組み、効果をあげている。

⑦女性が働き続けるために必要なこと

　府民意識調査では、女性が仕事を辞めずに働き続けるために必要なことについては、男女ともに「育児休業・介護休業制度を利用しやすい職場環境づくりの推進」（女性65.7％、男性65.1％）が最も高く、次いで「育児や介護のための施設やサービスの充実」（女性46.9％、男性35.6％）と回答している。
	委員の意見

	■女性の活用

・高度成長期は、労働者が会社に従順で良かった側面もあるが、今後は組織を変革し、新しい価値を創造していくことが労働者にも求められている。

・今後IT化の進行やアウトソーシングにより、補助労働はますます減少する。

・労働市場では女性人材活用が必須となる。｢2007年問題｣と指摘された団塊世代の大量退職が、再任用を経て2012～2015年にピークを迎える。女性を人材として活用しなければ労働市場が不足し、経済に重大な影響が出る可能性がある。

・先進国中、男女共同参画の取組みは日本だけが取り残されている。今後は、例えば、経営者層に注目度が高いGGIの指標を活用して、世界の中で立ち遅れている客観的事実を経営者層に知らせていくことが重要である。

・固定的性別役割を否定するだけでなく、(女性が)家事・ケア等で培ってきたことを職業経歴で評価し、就業時に活かす考え方で、介護職場等への就業促進の支援ができないか。

・労働行政で府県のできることは多くはないが、公的な育児ネットワークを創ることが必要ではないか。

・今後は皆が働かざるを得ない社会となっていくことから、M字カーブはいずれ解消していく。

・ニューズウィークの記事には、「世界経済フォーラムは、アメリカの職場に今も残る男女の格差をなくせば、同国のGDP（国内総生産）は最大９％増えると予測している。」とあるが、日本の場合は男女格差が大きいため、もっと大きな効果が期待できるのではないか。

■政策方針決定過程への女性の参画促進

・男女共同参画を進めていくうえで一番大事なのは意思決定への女性の参画。中でも公務員こそ女性を幹部職員へ登用し民間の見本となるべき。有効なのは、大阪府自身が女性職員の管理職登用をきちんと行っていくことである。円滑に登用できるよう、マネジメント能力育成など研修も必要。民間などでダイバーシティや女性活用に頑張ろうとしているのに、公務員で進まないのは問題ではないか。

・言葉の認識を深めるためにも、大阪府自身が積極的に「ポジティブアクション」という言葉を使って、女性の管理職登用等を推進すべき。また、働き方を変えずに管理職登用は無理。

・北欧ノルウェーでは、国会議員の６割以上を女性が占めている。子育て支援が充実しており、合計特殊出生率も高い。日本も女性議員が増えればもっと変わるのではないか。

・特に管理職の女性が少数、かつ現在の状況を肯定できる人しか登用されていない傾向。女性だから男女共同参画に理解があるとも言えないが、それでも女性管理職数を増加させれば、より多様な考え方の女性も登用されるのではないか。
・ケアがより必要とされる支援学校や小学校の女性の管理職率が高いのは、もっと肯定的に評価すべきだと思う。ケアの価値を評価して、イニシアティブをとって、さらに高めていくことが大事。
■地域における男女共同参画
・「地域における男女共同参画の推進」は、府の考え方にも必要。多文化共生の取組みの担い手は地域のNPO等が入るはず。地域の地道な取組みが大切。

・旧来の自治会組織は崩壊しているエリアも多く不十分。子育てサロンや高齢者の活動、PTAやNPO等多様な活動組織にも枠を拡大した自治体の取組みが必要。
・民生委員等で活躍する女性も多いので、行政がその活動内容を府民に広く伝え、ＰＲしていくことが大切。
・ＰＴＡ会長になる女性が増えることで、女性自身も「がんばったらできる」という意識が高まるように思う。会員にもいい影響を与えると思う。
・府が市町村と連携して、活動を支援する仕組みができないか。各市町村が把握している好事例を府が集約、編集して情報発信する仕組みができたらよいのでは。
・Ｍ字カーブの要因に長い通勤時間や男性の長時間労働があるなら、女性が働きやすいよう職住接近の雇用を生み出すことが大事ではないか。ＮＰＯやコミュニティビジネスに女性が参加できるように支援してはどうか。
■雇用の場における女性人材の活用

・20年以上前は、女性は結婚(出産)等で退職するのが通例であり、人材として育成活用する制度や昇任機会はなかった。しかし、現在は、働き続ける女性が増えており、人材として活用することは企業として当然となっている。
その前提として大切なのは「正しい評価」をすること。男女を問わず仕事の成果を評価する制度が必要。例えば、女性が出産･育児で不利益を被らないような制度（休業前の評価を復職時に適用）や子育てにより退職しても再度採用する制度を導入している。

・女性社員がマネジメント能力を育成する機会不足に陥らないよう、リーダーシップを養う研修への参加機会を付与している。

・電気メーカー、流通など女性の戦力が大きいところでは、女性活用の取組が進んでいるが、業種によってばらつきがあるのではないか。
・労働組合では、現場で何が起こっているのかを見て対応している。現場での問題を把握しないと解決にはつながりにくいと実感している。
・大阪は以前から女性の年齢階級別就業率のM字ｶｰﾌﾞの底が全国に比して低く、管理職登用も

　遅れている。この背景に何があるのかを考えることで重点的にやるべき方向が見えるのでは。
・女性や若年層の非正規雇用が問題となっているが、多くの企業（特に非正規就労の多い業種）が仕事をシェアする考えに変わりつつあるのではないか。正規雇用の雇用条件の低下を伴っても非正規就労の雇用条件の引上げは避けて通れないと感じているのではないか。

・学生にとって、「くるみん」取得企業のイメージは非常によい。経営者はこうした制度を上手に使って、人材確保につなげていけばよいのではないか。
・学校では男女平等だが、就職活動では男女差を感じるようになる。女子学生は、企業の両立支援策も調べて企業選びをすることが多いようだ。
■理工系分野の女性人材の育成
・「科学技術、学術分野」も重要。府立大学が文科省事業の理系分野の女性支援事業に採択され、女性研究者支援を実施する。公立大学としては初めて採択され、大阪府施策と連携した取組も行う。今後の取組が期待できる。
・文部科学省の理系分野の女性支援事業では、大学への補助金審査でポジティブ・アクションを条件化するなど、取組を強化し、一定水準以下は減額措置をとるなどしている。

・土木工学会等女性が少ない分野では女性の優秀な人材を集めることが喫緊の課題になっており、学校に講師を無料派遣するなど様々な形で取組を始めている。

■外国人との共生
・大阪は多くの在住アジア系外国人と共生してきた歴史があり、その経験を活かしていくことが必要ではないか。例えば「ヒューライツ大阪」は国際人権を研究するユニークな組織。外国人女性の人権等も研究しており、男女財団との事業コラボもありではないか。
・国連など国際社会での女性を巡る課題については、女子差別撤廃条約関連等で最近活発に動きがある。貧困課題解決プログラムやトラフィッキング条約等、日本ではあまり知られていない。国際的な動きを伝える広報紙を定期的に発行しては。わかり易い広報がよい。大阪には動きの良いNGOが多く、協力を得れば、難しくない。
・男女共同参画のグローバルな活動をしている女性を支援してはどうか。例えば、NGOでの活動を広報する、顕彰制度を設ける等。
・在阪大学(院)の地方行政に関心を持つ留学生(男女)を対象に、府の男女共同参画施策関連の部署でインターンシップとして受け入れ、研修やフィールドワークをしてもらうのが効果的ではないか。帰国後、政府関係機関で働く人もいるし、相互理解、人材育成にもつながる。

	「第３次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方」における重点分野

	○政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

○雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

○科学技術・学術分野における男女共同参画

○地域、防災・環境その他の分野における男女共同参画の推進

○国際規範の尊重と国際社会の「平等・開発・平和」への貢献


Ⅱ．仕事と生活の調和の推進
【現状と課題】


＜参考＞
①少子高齢社会の状況
大阪府における高齢化率と要介護認定数の推計
＜高齢化率＞平成12年度14.9％　→　平成21年度　21.5％　→　平成26年度　25.3％

＜要介護認定者数＞平成13年度196,620人→平成21年度354,927人→平成26年度432,659人
年齢階級別人口の将来推計
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②家事・育児時間

夫婦の生活時間
[image: image10.emf]
事業所規模別の育児休業取得者割合（H20全国）
	事業所規模
	女性（％）
	男性（％）

	500人以上
	90.1
	1.12

	100～499人
	89.2
	1.36

	30～99人
	88.1
	1.11

	5～29人
	93.4
	1.25

	30人以上（再掲） 
	89.0
	1.22


③企業の取組メリット
企業が仕事と生活の調和に取り組むメリット
[image: image11.emf]
	委員の意見

	■ワーク・ライフ・バランス（WLB）の推進

・WLBの本旨は、個人が仕事とそれ以外の暮らしを自分で設計できるようにすること。働きたい人は働けばよいが、子育て等で残業できない人には、残業の無い働き方を選択できる自由を付与すること。WLBの推進にあたり、行政は、少子化対策施策の位置づけを強調し、企業は労働生産性向上による経営方針の位置づけを強調して取組みを進めている。

・長寿社会を迎える中で、「子育て」の視点での育児休業制度の普及等よりも｢介護｣を担う社員のバックアップが重要になっている。

・民間企業は、既にWLBの必要性を認識してきている。労働生産性を高めるために必要であれば、設備投資やIT化を進めるなどして効率的な経営に取組んでいる。

・先進的な経営者は、女性を人材として活用しきれないことはマイナスと気づき、対応が必要と考えている。WLBを進める企業が高業績とのデータも。
・聞く気のない経営者にアプローチしても無理。敏感な経営者に情報提供や働きかけをし、「気づかせる」ことが大切。
・大阪は中小企業が多いという側面は考慮する必要がある。中小企業は、小回りがきくし、人材が宝。WLBに真剣に取り組まなければ、WLBを重視している若い世代の優秀な人材を獲得できない。男性の育児休業取得率なども大企業より多い。効率的なマネジメントにより経営効率を上げなければならない状況にある。
・企業がWLBを推進する際は、当然限られた時間で一定の成果をあげる(労働生産性を高める)前提。働く者は、集中して密度の高い働き方を要求される厳しい社会でもあることも同時に受け入れる必要あり。
・WLBの推進に向けて、例えば賃金制度を柔軟にすることも検討しては。短時間しか働かないのに同一賃金だと、同僚など周囲の人間は受け入れにくいもの。賃金カットでもよいから短時間働くこと可、との選択肢を提供するのもありではないか。

・商品企画等、納期があり当方で時間をコントロールできない部署を除き、残業は極力行わないよう社内で徹底している。多く残業する人は仕事のできない人と評価される。

・不況下に就職さえ困難でWLBどころでない人も多い中、打出し方には配慮が必要。

■社会としての環境整備が必要
・意識改革を含む問題はそんなに簡単に進むものではない。長い目で見て地道に組織を変えるとの認識が必要。無理にでも急激に変えるなら法制度を変えるしかない。

・WLBや次世代育成の課題は、経営者側に必要性を認識してもらう必要がある。WLBは男女共同参画のキーワードである。

・他府県では、政･労･使でWLBの協議会を立上げ、企業と協定を締結する取組を行っているところがある。組合や経営者団体、行政(国・府・市)、おやじの会、女性団体等が参加。参考になるのではないか。

・育児休業取得率は増加しているが、一方で、第一子出産前後に約７割の女性が仕事を辞めている。育児休業取得率は、企業で働き続けている人のうち何％が育児休業を取得したかを示すものであり、多くの女性は出産前に辞めてしまっていることに留意すべき。
・働く女性(男性)の支援策として育児休業制度の普及ばかり強調されるのは疑問。30代は出産･育児期と同時。キャリアを積むにあたり大変重要な時期。職業生活の間には必死で働かないといけない時期もある。一定のキャリアを形成した女性は、中途で育児休業を切上げる人が多いとも聞く。本来、長期育児休業せずとも、働きながら育てられるよう、保育所整備等の環境整備をすることが最も求められる。
■子育て支援
・子育て支援というと、待機児童の解消等が指標として示されるが、それだけではない。例えば、他県が実施している企業向けの「出前子育て講座」（紙芝居、絵本読み）等を実施してはどうか。支援センターや保育所が、昼休み等にお父さん向けの子育て講座を行うもの。県はメニューの提示などを行っている。こうした取組みは男女ともに意識啓発につながり、具体的には、男性社員の子育てへの参加や休暇の促進、上司の意識改革、女性社員の職場環境改善等を後押しする。
・子育て支援や児童福祉の分野では、これまで保育所にばかり注目して、在宅の子育て支援が十分行えていないということが市町村でテーマになっている。府としてどう支援するか

・市町村との連携で「認定こども園」の取組ができないか。

・家庭で子育てしている人にも目を向けることが大事だと思う。次の計画では、働いていなくても子育てする女性の素晴らしさを打ち出せたらいいと思う。「社会全体での子育て支援」「仕事と子育ての両立支援」のほかに３点目として取り上げてはどうか。家庭で子育てする権利、いろいろな視野を持って子育てができる権利を保障することは大事な視点。

・子育ての孤立は非常に大きな問題。手助けがない。Ｍ字カーブには、助けてほしいと言えない都会に住む母親が仕事をやめたり、閉じこもっているという側面もあるのではないか。

・子育て中の専業主婦にも孤立等の問題がある。放置し虐待につながるケースも。働く女性の子育て支援だけでなく、保育園開放等子育て中のすべての人を対象にした施策を市町村やNPOと連携実施することも大事。

・審議会でよくM字カーブは問題と言われるが、自ら選択し子育てしている女性もいる。人間を育てる重要性に着目し、もっと肯定的に捉える必要もあるのでは。とにかく働かなければいけないかのように評価するのはおかしいのではないか。

・今の施策は、労働人口が減少する中で女性も働くべしという労働施策に利用されているだけで、女性の幸せにつながっているのか疑問とする考え方もある。
■家事・育児・介護への男女共同参画
・家事・育児を正当に評価することは大切。しかし、女性の役割でなく男女共同参画の取組として位置づけないと、固定的役割分担の延長線上の話になってしまう。

・女性が働き高い収入を得ている(正規雇用)世帯では、家事・育児に参画する男性が増えているという傾向がある。
・「女は家庭」という場合「家庭＝ケア役割（子育てや介護）」だが、このケア役割が日本ではうまく社会化されなかったのではないかと感じている。「男は仕事、女は家庭」が崩壊して、「家庭」の役割が評価されないまま、「男は仕事、女も仕事」となってしまった。「家庭」のケア役割は、介護保険制度で社会化されたはずだが、評価は低いままで、報酬も安く、３Kの仕事となってしまった。そこに従事する人（ケアマネ―ジャーやヘルパー等）は大半が女性。ケアワークと女性の自立はセットで進行すべきであったが、日本では中途半端な状態となっている。
・介護は今後重要な課題でニーズは高い。介護ニーズを吸収し、社会的サービスとして提供を充実させて雇用の受皿にすべき。今は賃金水準が低すぎるので、消費税等税負担で賃金水準を改善し、良質の人材確保が必要。

・非正規雇用者に介護を担っている人の割合が高いという統計もある。こうした層にどのように、安定就労させる仕組みをつくるかが課題。

■団塊の世代等中高年の活用

・長寿社会で、団塊世代の男性の定年退職後の暮らし方が課題。元気な間は社会に貢献してもらえるような仕組みづくりが求められている。

・退職期を迎えた団塊世代は、職場以外居場所の無い人が多いのでは。仕事で培ったノウハウ等を活かした社会貢献を呼びかければ、意気に感じてやってくれるのではないか。
・中高年が活躍できる受皿がない。社会貢献できることを意気に感じる人も多い。但し活用に際しては、男女共同参画や人権の基本についての教育が必ず必要。会社の経験を生かすのも良いが、これまでと全く異なることにチャレンジしたい人にも配慮を。

・団塊の世代の社会貢献活動に期待。自分の楽しみに加え、NPO等市民活動に参加し活躍してもらうことが大切。団塊の世代は学習意欲もある。現在の厳しい社会状況を再認識してもらった上で、市民活動に参加してもらうことが重要。

・自社では、定年後嘱託に任用しているが、成功事例として、嘱託員を学校に派遣して出前授業を行っている。本人は生きがいを得、児童・生徒は得難い話を聞ける。
・地域の活動に男性を巻込むためにボランティアサークルを活用してはどうか。自治会などを介して、趣味など楽しいサークル活動への参加者を募集し、その一環で時折ボランティア活動をしてもらう(例：男性の料理教室仲間→給食サービスの提供)。セカンドライフを模索中の団塊の世代にとってもハッピーリタイアメントに繋がる。

・市町村等は、地域のボランティアの活動を評価・支援する仕組み(表彰等)が必要。顕著な活躍の有名人ではなく、人知れずやっている団体･人に光を当てることが大切。

・大阪は以前から「母子会」など女性の活動が盛んな土地柄。おばちゃんたちはコミュニケーション力も高いので、良い意味での「おせっかい」を男女共同参画プランのキーワードにしてはどうか。

	「第３次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方」における重点分野

	○男女の仕事と生活の調和


Ⅲ．セーフティネットの充実

【現状と課題】


＜参考＞
①相対的貧困率

ほとんどの年齢層において男性に比べて女性の方が相対的貧困率が高く、世帯類型別でみると、高齢単身女性や母子世帯で相対的貧困率が高くなっている。
男女別・年齢階層別相対的貧困率（H19）

[image: image12.emf]
年代別・世帯類型別相対的貧困率（H19）

[image: image13.emf]
②非正規雇用をめぐる状況の変化

男女別・年齢階級別非正規雇用比率の推移

[image: image14.emf]
男女別・配偶関係別非正規雇用比率の推移

[image: image15.emf]
③離婚件数等

離婚件数
　大阪府における平成19年の離婚件数は、約2万件。平成14年をピークに減少しているものの、依然として離婚件数は高い数値を維持。また、大阪府の離婚率（人口千人あたりの1年間の離婚件数）は、2.35と、全国の2.02と比べて高い水準。（厚生労働省平成19年人口動態統計）
大阪府内の児童扶養手当受給者数の推移（各年3月末現在）
	
	大阪府（人）
	全国（人）
	全国比

	平成15 (2003)年
	77,542
	822,953
	9.4%

	平成16 (2004)年
	81,403
	871,161
	9.3%

	平成17 (2005)年
	85,002
	911,470
	9.3%

	平成18 (2006)年
	87,212
	936,579
	9.3%

	平成19 (2007)年
	88,682
	955,844
	9.3%

	平成20 (2008)年
	89,251
	967,215
	9.2%

	平成21 (2009)年
	89,249
	969,261
	9.2%


大阪府内の生活保護受給母子世帯数の推移（各年3月分）
	
	大阪府（世帯）
	全国（世帯）
	全国比

	平成15 (2003)年
	13,474
	78,006
	17.3%

	平成16 (2004)年
	14,933
	84,752
	17.6%

	平成17 (2005)年
	16,053
	88,800
	18.1%

	平成18 (2006)年
	16,656
	91,239
	18.3%

	平成19 (2007)年
	16,849
	92,475
	18.2%

	平成20 (2008)年
	16,940
	92,266
	18.4%

	平成21 (2009)年
	17,247
	94,285
	18.3%


　　※政令市・中核市を含む。

④配偶者からの暴力等深刻な女性に対する暴力の状況
・配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数　H20:3,886件（第４位）

・大阪地裁における保護命令件数　H20:256件（第１位）

・交際相手から暴力（デートＤＶ）を受けた経験があるのは９人に１人
	委員の意見

	■困難な状況に置かれている人々への対応

・セーフティネットが必要。男女共同参画といっても参加できない人々がいる。今までの計画は、能力があるが発揮できないという人たちが対象となっていた。問題を抱える人たちのセーフティネットなどの視点も必要。

・部落の女性をはじめ、障がいのある女性、外国人女性、母子家庭、高齢女性など、困難な状況に置かれている人々への対応が必要。同和問題の解決に向けた取組の１つとして、地域における身近な相談窓口の整備が図られてきたところであり、こうした取組を男女共同参画の課題解決に活かしてはどうか。
・大阪では、同和問題などで地域再生、地域活性化に取り組んだ蓄積がある。こうした蓄積を積極的に評価すべき。
・10年前と比べセクシャルマイノリティが注目されるなど｢男女｣という枠組は古くなった。もちろん女性差別は残っているのだが、セクシャルマイノリティ等も含めた大きな視点が必要。

・M字カーブについて、学歴別に見ると、高学歴女性の学卒直後の労働力率は高く、その後下がり４割ぐらいで安定（キリン型）。一方、低学歴女性の労働力率は年齢にかかわらず低い状況。どのように生活しているのか。

・先日児童虐待のあった大阪市内で民間託児所に子供を預け、夜繁華街で働く若いママに感想を聞くテレビニュースを見た。虐待をした母の孤独な状況はわかるが子供を放置するなど考えられないとのコメントであった。大変な状況下ながらも、頑張っている人たちを支援することが大切。

・これまで「高齢者」等属性を対象としていたが、具体的に困難を抱える人への支援(ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ)を構築することが行政の役割。コストもかかり住民負担増も必要だが、府民がどのような社会であればよいと考えるか、をきちんと押さえ、必要なコストと施策(事業)内容の透明性を確保し、きちんと説明すれば理解は得られるはず。

・大阪の１つの特徴に、多くの外国人がいるということがある。いわゆるマイノリティの問題。お互いに理解しながら、協力して、一緒に生きていけるようにということも、計画に盛り込むべき１つになるのではないか。
・大阪では生活保護世帯が増えているのではないか。府というより市町村の問題かもしれないが、放っておくと大変なことになる。無年金の高齢者も多い。生活困難者への対応を男女共同参画施策にどのようにつなげていくかという問題もあるが大切な視点だと思う。
・男性の高齢者問題というのは、たぶん、これから５年の間に、すごい事態になる。いわゆる日雇い労働者の人たちの平均年齢が70歳近くになりつつあるので、その人たちが、どうなるのかというのは深刻な問題。貧困の問題と絡むが、年金がない人が結構いるはず。
・大阪府は就学援助率１位。学校の中でも、地域の支援人材とともに家庭教育のサポートをしているが、ボランティアベースでなかなか広がらない。今までやってきたことを活かしながらいかに支援するかが大切。
■社会的サポートについて
・大阪では貧困、就学援助、虐待など行政での対応件数が多く深刻な状況だが、実態が可視化されていることは、潜在化しているよりも積極的取組の表れともいえる。

・日本では様々な支援制度が整っているにもかかわらず、そこにたどりつけない人が大勢いる。使い勝手が悪いものや窓口がわからないものもある。情報の発信と情報のコーディネートが必要。生活保護やＤＶも同じで、各種制度はあるのに制度の使い方がわからない人が多い。

・今は、雇用状況が悪く、条件の悪い非正規雇用が増えている。非正規雇用者同士の結婚も増えているが、経済的に不安定で、少しの障害を乗り越えられず離婚するケースも多いのではないか。離婚した女性が、社会的サポートがわからず孤立するケースが増えているように思う。こうした連鎖を断ち切るのは教育である。どんなサポートがあるのか教えることも大切。しかし、支援を受けるだけでは不十分。母子家庭でも自立して生活していけるようにすることが大事。

・労働行政では、国・府・市の取組施策に重複感があるのにお互い情報共有していないため、府民(利用者)は困惑することが多い。相互に情報共有し府民にワンストップで案内するだけで非常に有効ではないか。

■民間との連携の仕組み
・多くのNPOから聞くことだが、一番弱い人に情報が届かない。アウトリーチは現場までいかないと仕方ない。行政だけでは限界がある。世話焼き市民が必要。

・良質なサービスで有名な温泉旅館が、母子家庭の母が働きやすいよう保育施設付き母子寮を設置するなどし、母子家庭の母の雇用率が高くWLBも推進している、と表彰されていた。単なる弱者支援でなくコミュニケーション力ある女性人材をどう活用するかとの戦略的経営の一環で実施されている。

・財政も厳しい中、行政が担える範囲は狭いのだから、新たな公私共同モデルの構築が必要。社会福祉協議会や民生委員の活動はじめ、大阪は民間での地域福祉の先進県。福祉分野の団体･NPOの元気な女性の活動をとりあげてもっとPRを。

例えば、豊中市の社会福祉協議会では虐待防止のプログラムに地道に取組んでいる。

■暴力の根絶

・若年層において、恋人間の暴力（デートＤＶ）が問題となっている。学校と連携した取組みが必要。
・児童虐待の陰にDVがあり、また貧困や非正規雇用も背景にあるといわれる。府は、貧困、就学援助、虐待など、どれも全国１位の状況である。また、６割が就学援助世帯である。

・虐待やDV防止に向けては、子どもと赤ちゃんが触れ合う授業やDVのことを学ぶ授業が必要。赤ん坊と触れ合う経験の有無は、虐待の有無と関連がある。次世代を育成するプログラムの提供が重要。10年後、20年後に向けた取組が大切。

・ＤＶについて、教育、司法、医療、警察などの関係者へ幅広く啓発していくことが重要。
■健康支援について

・健康は誰にとっても関心のあるテーマ。性差に基づくがん（女性の乳がん･子宮がん、男性の前立腺がん）の死亡率を全国最低にとの目標を掲げ、早期発見のため検診を受診するよう、あらゆる機会を通じ周知徹底するとか、子宮頸がんワクチン接種3回の内1回は府助成で無料にする等取り組んではどうか。
・健康の分野については、高齢者の健康問題、性差医療、男性のうつ、男性相談といった取組も大切になるのではないか。

・大阪は、全国でもがん死亡率が高いのにがん検診をはじめ検診率が低い。もっと学校などで検診の大切さを徹底して教えていく必要がある。

・未病（病気ではないが、健康ともいえない中間の症状。）という考え方がある。とにかく長く生きさせよう、というのでなく、その人がどのように生きていきたいかが大切。酒を飲んで肝機能は弱っているが最後まで晩酌したい、という人もいる。

■メディアにおける女性の人権尊重
・メディア内容を主体的に選択し、読み解き、活用できる能力を身につけるためのメディア・リテラシーの向上に向けた取組が重要。

・メディアにおける女性の人権尊重の観点、固定的な性差観にとらわれない表現、暴力や性の表現の自粛などの点について、メディアに働きかけていく必要がある。


	「第３次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方」における重点分野

	○貧困など生活上の困難に直面する男女への支援

○高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備
○女性に対するあらゆる暴力の根絶
○生涯を通じた女性の健康支援
○メディアにおける男女共同参画


Ⅳ．男女共同参画に向けた意識形成（特に若年層への情報提供・啓発）
【現状と課題】


＜参考＞
①「男女共同参画社会」という用語の周知度

「男女共同参画社会」という用語を見たり聞いたりしたことがあると回答した者の割合
	調査種別
	女性
	男性

	府民意識調査（Ｈ２１年度）
	４３．２％
	４５．３％

	内閣府調査（Ｈ２１年度）
	６２．１％
	６７．５％


②固定的な性別役割分担意識（H21府民意識調査）
[image: image16.emf]
	委員の意見

	■男女共同参画推進のための情報発信・啓発のあり方
・「男女共同参画」は一般の人にわかりにくい。施策打出しの際、府民になるほどと共感してもらえるようPRするしかない。

・男女共同参画に取り組まないと、21世紀の大阪府や日本はダメになってしまう、だから男女共同参画を推進することがプラスだ、という方向付けをはっきりした方がよいのではないか。

・講座はその時聞いてスカッとするだけで行動に影響していない。実際に人に出会わせる、体験させるのが一番。

・計画の施策は総花的に言うのでなく、重点３つほどを選んで明快なキャッチコピーで府民にわかりやすくPRしていく必要がある。

・今の時代｢選択と集中｣｢競争｣などが叫ばれているからか、話題性のある企画案をまとめ、人目をひくキャッチコピーを打ち出さないと評価されない。｢男女共同参画｣を普及するには目玉になる施策(事業)をうまくアピールし展開することもやむをえない。

・｢男女共同参画｣に関わる具体的でその必要性がわかりやすいテーマ(例:子育て支援)イメージを打ち出してはどうか。

・これまでの｢男女共同参画｣には、強い女性のための活動とのイメージがあるのでは。背景に、労働対価が支払われる経済活動だけに評価が偏っているからではないか。経済活動に参加していない女性には、自分の存在価値が低いかのようで気に障る。
・「男女共同参画」として大上段から取組むやり方で進めてきたことが、本当に浸透したか疑問。結果として実施する施策が男女共同参画につながっていれば良しとしてはどうか。現在の主な施策を男女共同参画から見た場合どのようであればよいのか、との「視点」で整理してみてはどうか。最終的に計画に表記されなくても、そういう問題意識で検討したことが大切。
・男女共同参画は、自分と関係ないと思う人の無意識が問題。職場で自分の部下に何かあって（子育ての問題とか）初めて気づく。事前の気づきを促すよう啓発が必要。

・新聞やメディアが積極的に書けば関心を持ってもらえる。政治の分野に届いていない。男性はテレビ見ないが新聞は読む。ジャーナリストに情報を提供していくような回路が必要。
・大臣が男女共同参画に関してマスコミに発言しても、マスコミ側の関心が低いため取り上げられない。女性記者など、関心を寄せているメディアには、積極的に独自に情報提供するネットワークや仕組みをつくってはどうか。

■リーダー層への啓発など
・経営者、弁護士、医者、教員など専門職や社会的影響力の大きい層に対し、女子差別撤廃条約の内容や日本への勧告等についてきちんと周知することが必要。世界の中で日本がどのような評価をされているかの実態を認識してもらうべき。
・専門家(職能団体や業界団体)に働きかけてはどうか。（女子差別撤廃条約の最終勧告の趣旨を踏まえ、プロフェッショナルへの働きかけといった視点も重要。）各団体が実施する研修事業で男女共同参画施策について男女課職員が講師に行くなど。

・男女共同参画課では、「徹底したリーダー層への研修」と「中小企業（大阪の特色）に対して、女性の活用は企業にプラスになるということを理解してもらう取組」をすべき。

■若年層の意識について
・性別役割分担意識について、若い世代で「男は仕事、女は家庭」という考え方に「同感する」という割合が増えているが、これは非正規雇用が増えているなど現在の社会情勢を反映しているものであり、新たな問題として取り上げていくことが必要。

・若い女性が保守化しているとの意見はあるが、統計ではまだ全体的に男性の方が、性別役割分担意識は根強いのではないか。

・男子学生の考え方は、共働き志向が強くなっている。料理が得意な者や育児参加したい人が増加。女子学生は二極化。非常にチャレンジングに活動する者と不安を抱え保守化している者。専業主婦志向も増加。仕事と家庭の両立に苦労する親を見て、同じような苦労はしたくないと思っている。良いロールモデルを示すべき。

・保守化しているとされる若い女性には、玉の輿を望んでも、実現可能性はほとんどない、という客観的な情報をきちんと提供することが必要。個人の資質の問題でなく、そのような社会状況だということを認識させなくては。

・若年層の男女は、経済不況の中、閉塞感でいっぱい。チャレンジ意識が希薄で無理をしない生き方を志向する若者も増えている。

・学校生活では大抵女子の方が成績優秀で元気なことから、男子は女性優遇策に被害者意識を感じることが多い。社会に出ていない若年層には固定的な性別役割分担の問題が見えにくい。
■生活力の必要性
・生きていく上で何が重要かを学ぶことが最も大切で学校・家庭が取り組むべきこと。韓国はボランティア活動を義務化し学校教育に組み込んでいる。NGOを活用。

・教育も大事。男女とも、一生をどのように生きたいかを自らが考えて選択していけるように支援することが必要。そういうことを学校や家庭で学んでいくことが大切。

・15歳までに何を子供に身につけさせたいかという質問への回答を国際比較すると、日本で低く、諸外国で高いのは次の３つ。「①お金を稼ぐ(アルバイト)、②子供の世話ができるようにする、③自分で食事を作る。」こういう経験をしていれば、男女にかかわらず成人になって以降生活自立ができる。日本では、そういう生活体験の機会を子供にさせず、塾と勉強だけというのが問題。
・高校･大学生を対象に、こうした能力を身につけるためのワークショップなどを開催してはどうか。

・家事・育児など家庭での仕事を正当に評価することは大切な視点。家事というより、男女とも「生活技術」は誰でも必要なのに若年層は学ぶ場が無い。子育てや料理をはじめ、生活技術に関する“おばあさん”の知恵を若い層に伝授してはどうか。

・｢固定的な性別役割分業｣肯定ということではなく､家庭での家事･育児･介護等の価値を社会的に正当評価することが必要。（例；家事検定の創設）

・日本の雇用者は、労働条件について無知。これまではそれで支障がなかった。近年短期間で離職する学生が増えているが、入社前に労働条件を知らないことも要因の１つかも。

中学・高校など就職前に労働者の権利を学ばせることが大切。就職時に労働条件の詳細を聞きにくいのもあるが、ルールを知らずにゲームに参入しているようなもの。どんな選択をするにせよ、社会で生きていくための知識を身につけることが必要。

■若年層に対する啓発

・民間団体の中には、ボランティアで高校への出前講座等やろうという団体がある。民間団体だけだと信用力が無い。仲介役に大阪府や府男女財団などが入ると、高校はじめ世間は安心。デートDV講座やキャリア教育などに活かすべきではないか。

・女の子には、まず自分の身体を守ることを第一優先順位で学ばせるべき。妊娠すると人生が変わってしまう。どう男の子と付き合うのか、コミュニケーションの取り方を教える必要がある。

・男の子には、育児の楽しさを教え、良いイクメンになってもらうことが大切。

・講師をした経験から、啓発での講演はその場スカッとして帰るだけで、効果なし。とにかく目の前に“人”と出会う、体験することが一番重要。

■教員への研修について

・教員への研修が重要である。2006年に私立高校（中堅校）の意識調査を実施したが、校長等トップのジェンダー意識が与える影響は大きい。男子が大事と考える校長の高校では、女子生徒の意識は下がっていた。

・教員は、これからは男女とも働かざるをえないという社会を前提として、子どもに教えていく必要がある。

・教員の日ごろの指導、１つ１つの積み重ねが大事。研修等でいつも伝えていることは、必要もなく男の子、女の子を分けるのをやめてほしいということ。

・男女共同参画について１日授業してもそれだけでは効果は上がらない。地域の小中学校のジェンダー教育内容を見たことがあるが、あまり意味がない。マニュアルに沿って授業しようとしても、現実はもっと大変な状況にある。

例えば、青色系は男子、ピンク色系は女子という固定観念を変えるためのプログラムがあるが、実際に子どもに好きな色の折り紙を選ばせると、茶色や紫色を選ぶ子どもがたくさんいる。また、家事は女性がするという認識を変えるためのプログラムでは、はじめに「家で家事は誰がやっているの？」と聞く。すると「誰もやっていない」という答えが返ってくる。現実はプログラムの想定とは全く異なってきている。

・教員には、現在の社会状況の認識を深めてもらいたい、また、子ども達に、かせぐ力、生き延びる力をどうつけさせるのかを考えてほしい。

・学校教育では、余裕はなかなかないと思うが、大切なのは危ない状況にいる子がいないか目配りすること。

・先生が困ったときにアクセスできる仕組みの方が効果的。
・教員採用後、初めて学校現場での貧困、児童虐待などの深刻な課題に直面する。教員養成課程で「児童福祉」を必須にするなどのフォローが必要。府立大学では、教員免許状更新講習において社会福祉分野等との連携を学ぶプログラムを導入。人気が高い。
・教員の意識の中で、福祉、教育と男女共同参画とがリンクしていないのが問題では。
・学校現場が抱える児童虐待や非行等解決すべき課題に直結するテーマとした研修の設定等が大切。こちらの都合だけでなく啓発を呼びかける先方の課題解決につなげる設定が大事。
・府民意識調査結果では、学校教育の場での男女平等と考えている人の割合が多い。しかし、一方では、男女平等の教育をしているといっても、高校でデートＤＶのケースなども多くある。教育の中で取り上げていくべき課題も多い。

■男性にとっての男女共同参画
・男性に、実際に育児(介護)体験させることが重要。具体的にどんなことか知らなければ、大変さも楽しさもわからない。職場研修の一環で保育所での「子育て体験」や「介護体験」を取り入れてはどうか。
・成功モデルの紹介も必要。男性は育児休業取得が昇進に悪い影響があるのでは、と危惧している。実際に育休取得10年後に、昇進し活躍している男性に体験を語ってもらい、育休をとるのは仕事ができる人、とのイメージを男性に広めていくべき。
・父親の育児参加促進のためNPOと連携し企業に出向いて出前育児講座を実施している自治体もある。

	「第３次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方」における重点分野

	○男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革

○男性、子どもにとっての男女共同参画

○男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実


Ⅴ．その他の事項

	委員の意見

	■地域力の活用（再掲）

・府が市町村と連携して、活動を支援する仕組みができないか。各市町村が把握している好事例を府が集約、編集して情報発信する仕組みができたらよいのでは。

・市町村等は、地域のボランティアの活動を評価・支援する仕組み(表彰等)が必要。顕著な活躍の有名人ではなく、人知れずやっている団体･人に光を当てることが大切。

・財政も厳しい中、行政が担える範囲は狭いのだから、新たな公私共同モデルの構築が必要。社会福祉協議会や民生委員の活動はじめ、大阪は民間での地域福祉の先進県。福祉分野の団体･NPOの元気な女性の活動をとりあげてもっとPRを。

例えば、豊中市の社会福祉協議会では虐待防止のプログラムに地道に取組んでいる。
・民間団体の中には、ボランティアで高校への出前講座等やろうという団体がある。民間団体だけだと信用力が無い。仲介役に大阪府や府男女財団などが入ると、高校はじめ世間は安心。デートDV講座やキャリア教育などに活かすべきではないか。

・子育て支援というと、待機児童の解消等が指標として示されるが、それだけではない。例えば、他県が実施している企業向けの「出前子育て講座」（紙芝居、絵本読み）等を実施してはどうか。支援センターや保育所が、昼休み等にお父さん向けの子育て講座を行うもの。県はメニューの提示などを行っている。こうした取組みは男女ともに意識啓発につながり、具体的には、男性社員の子育てへの参加や休暇の促進、上司の意識改革、女性社員の職場環境改善等を後押しする。

・地域の活動に男性を巻込むためにボランティアサークルを活用してはどうか。自治会などを介して、趣味など楽しいサークル活動への参加者を募集し、その一環で時折ボランティア活動をしてもらう(例：男性の料理教室仲間→給食サービスの提供)。セカンドライフを模索中の団塊の世代にとってもハッピーリタイアメントに繋がる。

・大阪府は就学援助率１位。学校の中でも、地域の支援人材とともに家庭教育のサポートをしているが、ボランティアベースでなかなか広がらない。今までやってきたことを活かしながらいかに支援するかが大切。

・大阪は以前から「母子会」など女性の活動が盛んな土地柄。おばちゃんたちはコミュニケーション力も高いので、良い意味での「おせっかい」を男女共同参画プランのキーワードにしてはどうか。

・多くのNPOから聞くことだが、一番弱い人に情報が届かない。アウトリーチは現場までいかないと仕方ない。行政だけでは限界がある。世話焼き市民が必要。

■男女共同参画センターの活用等

・センターの利用者はアラ還（アラウンド還暦）世代が中心だが、若い人がセンターを活用するしくみを作ることができたらよいと思う。

・これまで、センターを多くの府民の拠点施設にするしかけがなかった。府民が利用する交流スペースとなる活用策が考えられないか。

・府民になるほど、と思わせるような機能を付加するなどし、センターを活用することはできないのか。･(より多くの人にその存在を共感してもらえるようPRすることが大切)

・センターで起業支援等をもっとやってはどうか。京都府のセンターの取組は参考になる。
・企業や労働組合、NPOなどを巻き込んだ取組みを展開する必要がある。連合も最近は、積極的に動き始めている。経営者団体も少子化対策のレポートを出していたように思う。協力を求めていくことができるのではないか。　

■「女性にやさしい街づくり」について

・ソウルの「女性にやさしい街づくり」の視点はおもしろい。ソウルはPRが上手。また、経済（女性の購買力等）という面で女性に光をあてるのはわかりやすい。

・｢女性にやさしい街づくり｣の打出しは、今の日本では誤解を招く危険がある。男子大学生は、レディスデーや女性専用車両を逆差別と感じている。こうした層には､｢女性に優しいということはすべての人に優しい街」との受留めではなく、さらなる女性優遇と映り、母子家庭や非正規雇用者での相対的貧困など困難を抱える多くの女性の問題を見えにくくしてしまう危険がある。

■その他

・国連の女子差別撤廃委員会の最終見解が出たが、今後それを大阪府としてプランにどのように取り込んでいくか検討が必要。

・ジェンダー統計の視点にたった調査が重要である。

・他の都道府県で効果のあった施策についても、いいものは取り入れたらいいと思う。都市部と地方では、状況も違うと思うが、同じような都市部の状況を参考にしてはどうか。
・どこかの時点で府のトップが男女共同参画を重要と考えていることを発信する仕掛けづくりが必要ではないか。


・労働力人口が減少する中、潜在的な能力を有する人々の労働市場への参加促進が求められる。同時に、今後の経済成長の源泉となり得る新たな需要の創造が必要。


・働き続けられる環境が整備されれば、女性の労働力人口の増加が期待できる。


・女性の生活者としての経験、視点が、多様な府民ニーズに対応した施策の決定、様々な地域での課題解決、新たな市場の創造等にも活かされる。


・男女とも性別にかかわらず、その意欲と能力に応じて活躍できることが必要。また、女性だけでなく、外国人や障がい者など多様な人材が活躍できる社会が重要。





・少子高齢化が進む中、社会全体でみると、働く世代だけで多数の高齢者を支えることはできなくなる。家族だけで介護を担うことは難しく、育児・介護をしながら、仕事や地域活動、自己研鑽などができる環境整備（保育所、介護サービス等）が必要。


・子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて、一人ひとりが仕事と生活のバランスについて多様な選択をできなければ、多くの人が働き続けることができなくなる。また社会も人材を失うことになる。


・元気な高齢者の社会参画（子育て支援などの社会活動等）を進め、活力ある社会づくりを進めることも重要な視点。


・経済の低成長時代に持続的成長をするためには、労働生産性を高め、効率よく働くことが企業経営にも必須。





・貧困など生活困難な状況に置かれた人々が幅広い層に広がっており、社会的な対応が求められている。特に、女性は相対的貧困率が高く、母子家庭の自立支援や高齢女性の生活支援などの取組を進めることが重要。


・個人が抱える複合的な課題を解決するためには、行政の取組だけでは困難。NPO等民間団体との連携が必要。


・都市化や核家族化等により、孤立しがちな子育て家庭が増加。育児支援等の子育て支援は、児童虐待の予防や早期対応につながり、セーフティネットとしての機能がある。


・人権擁護の観点から、深刻な状況にある配偶者からの暴力など女性に対する暴力の根絶に向けた取組が必要。また、複合的に困難な状況に置かれているマイノリティ女性への対応が必要。


・がん検診受診率を高めるなど、男女双方の生涯を通じた健康支援に向けた取組が重要。


・メディアが社会に与える影響は大きい。女性の人権尊重をメディアに働きかけるなどの取組が必要。





・男女共同参画社会への共感が広がらない。より多くの府民に理解と共感を広げるような視点での取組が必要。


・固定的性別役割分担を肯定するなど若年層女性の保守化傾向がみられる。これからの男女共同参画社会の形成には若年層の意識が重要。


・男性にとっても、男女共同参画社会づくりが身近な課題、避けて通れない課題であるとの認識を広げることが必要。
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